
企業力向上セミナー 2023

三会協働事業 20周年記念事業
関西におけるバイオビジネスの新潮流
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大阪弁護士会館 10階
会議室 1001・1002

大阪弁護士会館 10階
会議室 1001・1002

Zoomウェビナー

定員

場所
ZoomZoomウェビナーウェビナー

定員
会　 場　　100名
オンライン　1,000 名

参加費
無料
参加費
無料

申込締切
令和５年
12月７日

申込締切

主催：日本弁理士会関西会
　　　日本公認会計士協会近畿会
　　　大阪弁護士会
共催：ＮＰＯ法人近畿バイオインダストリー振興会議
後援：経済産業省近畿経済産業局
　　　（独）工業所有権情報･研修館近畿統括本部
　　　（独）中小企業基盤整備機構 近畿本部
　　　大阪商工会議所
　　　京都商工会議所
　　　神戸商工会議所
　　　バイオコミュニティ関西

事前
申込み制
事前
申込み制

令和５年
12月７日

三会協働事業とは…
日本弁理士会関西会、日本公認会計士
協会近畿会、大阪弁護士会は、2003
年にバイオビジネス支援向けの連携活
動として「バイオサポーターズ三会協
議会」を発足し、2013 年度より現在
の事業名のもと、専門人材ネットワー
クの形成と共通知識・ノウハウの蓄積
等を目的として士業協動の取り組みを
継続して行っています。

三士業による経営・事業に関する相談会（会場のみ、事前申込制、1組 30分）
セミナー終了後（16：30～）に弁理士、公認会計士、弁護士による合同相談会を行います。
知財、会計、法務のご相談が一度にできますので、セミナーと合わせて是非お申込みください。
※ご希望の方は、裏面の「合同説明会のお申込みについて」をご参照ください。　　　　　　　　　　　　　　　

【第１部：基調講演】
「産学におけるヘルスケアの最近の動向」
～オープンイノベーションによる日本発画期的新薬・創薬技術を目指して～
　　　 　講　師：坂田 恒昭 氏（NPO法人近畿バイオインダストリー振興会議　理事長）

【第２部：士業からの話題提供】
「バイオビジネスに纏わる３つのトピック」
・（知財）日本のバイオベンチャー・スタートアップに欠けがちな知財ポートフォリオ戦略
　　　　 講　師：弁　理　士 駒谷 剛志 氏（高島国際特許事務所）

・（会計）バイオベンチャー特有の資本政策
　　　 　講　師：公認会計士 安原 　徹 氏（安原公認会計士事務所　所長）

・（法務）バイオシーズの社会実装を支援するために知っておきたいこと
　　　　 講　師：弁　護　士 岩谷 敏昭 氏（アスカ法律事務所　パートナー弁護士）

【第３部：三会鼎談】
「今後の三士業の協動について」
　　　　 登壇者：弁　理　士 八木 敏安 氏（日本弁理士会関西会知財普及・支援委員会　委員長）

　　　　　 　　　公認会計士 桂 真理子 氏（日本公認会計士協会近畿会　広報部部長）

　　　　　　 　　弁　護　士 小池 眞一 氏（大阪弁護士会知的財産委員会　委員長）

関西におけるバイオビジネスの新潮流

13：0000 大阪弁護士会館日本弁理士会関西会、日本公認会計士

　バイオテクノロジーは、生物学やゲノム編集技術などの発展に伴い、健康・医療産業にとど
まらず一次産業や工業でも革命を引き起こしつつあり、近年益々注目を集めています。バイオ・
ライフサイエンス分野において、変化の激しい時代の潮流を捉え新たな事業を創造し推進して
いくためは、知財・会計・法務の側面からもトレンドを踏まえた実務の要諦を把握しておくこ
とがより重要であると言えます。
　本セミナーは、三会（日本弁理士会関西会、日本公認会計士協会近畿会、大阪弁護士会）に
よる協働事業が 20 周年の節目を迎えるにあたり、三会とも縁の深いＮＰＯ法人近畿バイオイン
ダストリー振興会議との共催のもと、知財・会計・法務の専門士業からバイオ業界特有の最新
の実務に関するトピックをご紹介し、これからのバイオコミュニティの活性化と関西地域の産
業振興の一助となるべく 20周年記念事業として開催します。是非、奮ってご参加ください。

無料
2組限定
無料
2組限定



日本弁理士会関西会 事務局　中村

TEL:06-6453-8200
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・京阪中之島線「なにわ橋駅」下車
出口１から徒歩５分
・地下鉄・京阪本線「淀屋橋駅」下車
１号出口から徒歩１０分
・地下鉄・京阪本線「北浜駅」下車
26号階段から徒歩７分
・ＪＲ東西線「北新地駅」下車
徒歩１５分

〒530-0047
大阪市北区西天満1-12-5

大阪弁護士会館

企業力向上セミナー 2023

令和5年12月7日（木）〆切
セミナー・合同相談会ともに

ゲスト
講師略歴

参加費無料　　事前申込制
会場：100名　　　Zoomウェビナー：1,000 名　　　合同相談会：2組
日本弁理士会関西会、日本公認会計士協会近畿会、大阪弁護士会の各HPからもお申込みいただけます。申込方法

問い合わせ先

問い合わせ先

① 下記URLまたはQRコードから、事前登録をお願いします。
https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_TMWT7UfYQV2eTyM5UfsLVA

② 事前登録が完了しましたら、登録完了のメール
が届きます。
当日は、登録完了のメールに記載されているリ
ンク先からご参加ください。

③ 事前登録をされた後、参加できなくなった場合
は、速やかに登録取消を行ってください。

④ 事前登録をされていない場合は、参加できません。
⑤ 定員を超えた場合は、登録できません。

・Zoomの操作方法等は、Zoom公式サイトをご参考ください。
https://zoom.us/

・Zoomでの参加のための通信機器や通信回線等の利用環境は、ご
自身でご準備ください。

・録画・録音は禁止させていただきます。
・インターネットを通じた配信については、ご利用されるデバイス
や通信環境により配信できない場合や参加いただけない場合が
あります。
これらの不具合については、主催者は責任を負わず、サポート対
応等も行いかねますので、あらかじめご了承ください。

① 下記URLまたはQRコードからお申込みください。
https://www.benrishi-navi.com/f/?id=a5361&type=231214

② 会場の定員を超え、申込みを受け付けることがで
きない場合のみ、個別に連絡させていただきます。

③ 事前申込みをされた後、参加できなくなった場合
は、上記期限までに問合せ先まで、申込みを取り消
す旨の連絡をお願いします。

④ 事前に申込みのない方は参加（入場）できません。
会場での参加にあたってのご協力のお願い
・マスクの着用をお願いすることがあります。
・受付に消毒用アルコールを備えておりますので、適宜、ご利用ください。
・37．5度以上の発熱のある方及び体調不良の方には、参加を控えていただく場合があります。

Zoomウェビナーでご参加の場合 会場でご参加の場合

三会協働事業 20周年記念事業
関西におけるバイオビジネスの新潮流

昭和 54年大阪大学大学院・理学研究科・生理学専攻修了、昭和 54年塩野義製薬株式会社
研究所入社、平成 26年～令和３年塩野義製薬株式会社・シニアフェロー。平成 26年大阪
府薬事関係功労者知事表彰（薬学研究）。現在、大阪大学共創機構・特任教授、JST-CRDS
特任フェロー、産業技術総合研究所バイオメディカル研究部門顧問他。

東京大学薬学部卒、同大学院薬学系研究科後期博士課程修了（博士（薬学））、慶應義塾大学法学部法
律学部卒、同大学院法務研究科グローバル修士課程修了（LL.M.）。弁理士登録、侵害訴訟代理付記登録。
薬剤師（漢方薬・生薬認定）、製薬医学認定士登録。平成 10 年より特許・法律事務所にて知財実務
に従事。現在、神戸大学・同志社大客員教授、日本国際知的財産保護協会（AIPPI・JAPAN）理事他。

昭和 58 年東京大学法学部卒、昭和 63 年米国コーネル大学ロースクール卒（LL.M）。昭和 58 年日
本輸出入銀行（現国際協力銀行）入行。法規室、プロジェクト・ファイナンス室、営業第一部等を経
て退職。平成 7 年公認会計士試験合格。現在、日本公認会計士協会近畿会副会長、日本公認会計士
協会理事他。著書として、『ファミリービジネスは日本を救う』（共著）など。

大阪大学法学部卒、平成 4年弁護士登録。㈱スズケン社外監査役（平成 6年～ 27年）・社外取締役（平
成 27年～現職）、甲南大学法科大学院教授（平成 21年～令和 4年）、大阪大学知的財産センター（現・
知的基盤総合センター）特任教授（平成 25 年～現職（令和 5 年 3 月～ 9 月除く））、大阪大学大学
院工学研究科特任教授（平成 30年～令和元年）他。

日　時
令和５年 12月 14日（木）
午後１時～４時 30分

場　所
大阪弁護士会館 10階
会議室 1001・1002

Zoomウェビナー

● 坂田 恒昭 氏

● 駒谷 剛志 氏

● 安原 　徹 氏

● 岩谷 敏昭 氏

・ご希望の方は、上記の会場参加用の URL またはQR コードから必要事項
をご記入の上でお申込みください。

・相談人数に限りがあり、ご希望に沿えない場合がありますので予めご了承
ください。

・申込多数等の場合は相談内容を踏まえて選定を行います。選定結果は、
申込締切後に申込者宛てにご連絡します。

合同相談会のお申込みについて


